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 ベネズエラ経済（2016 年 2 月） 

 

１ 経済概要 

（１）政府の各種政策・統計 

●中銀は，２０１５年のインフレ率を１８０．９％，ＧＤＰ成長率をマイナス５．７％

と発表。 

●マドゥーロ大統領は，最低賃金の２０％引上げ，ガソリン価格の引上げ，為替の切り

下げ等６項目の経済対策を発表。 

 

（２）政府予算・財政 

●２月２９日付の外貨準備高は，１３５．６億米ドル（前月比１２．３％減）となった。 

●政府は，国債「ＢＯＮＯ ＳＯＢＥＲＡＮＯ ２０１６」の満期を迎え，元利合計１ 

５．４３億米ドルの支払いを完了。 

 

（３）石油・天然ガス産業 

●デル・ピノ石油鉱業大臣は，原油市場の安定に向けた臨時生産国会合開催に向け，ロ

シア，イラン，カタール，オマーン，サウジアラビアを訪問し，各国のエネルギー大臣等

と会談。 

●デル・ピノ石油鉱業大臣は，ベネズエラは，デフォルトに陥ることはないと発言。デ

フォルト回避に向け，ＰＤＶＳＡ社債の借換や米国投資銀行ラザード社等からの融資を模

索。 

 

（４）自動車産業 

●ベネズエラ自動車会議所（ CAVENEZ ）は，加盟全７社の２月の自動車生産台数が， 

２２５台（前年同月比８５．７％減），販売台数が，３２５台（前年同月比７５．１％減）

と発表。 

 

（５）その他産業 

 ●ベネズエラ・ビール製造者協会（Caveface）は，生産原料の輸入及び海外サプライヤ

ーへの未清算外貨が支払われなければ，３月に各社のビール在庫がなくなると発表。 

 

（６）外貨発給状況 

●２月１９日付ＳＩＭＡＤＩレートが，創設以来，初めて１米ドル２００ボリバルを突

破し，同２００．０７ボリバル(７．２８％の発給率)となった。 
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２ 経済の主な動き 

（１） 政府等の各種政策・統計 

ア 経済指標（実績） 

●中銀は，２０１５年のインフレ率を１８０．９％，ＧＤＰ成長率をマイナス５．７％

と発表。 

（18 日付中銀ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ,19 日付ｴﾙ･ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙,ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙,ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙,ｴﾙ･ﾑﾝﾄﾞ紙） 

●２０１５年悲惨な国ランキング 

（※ｲﾝﾌﾚ率,失業率,貸出利率の合計から 1 人当たりの GDP を引いた数字を元に算出。順位

が高いほど「悲惨な国」となる。） 

順位 国名 ﾎﾟｲﾝﾄ 前年順位 順位 国名 ﾎﾟｲﾝﾄ 前年順位
1位 ﾍﾞﾈｽﾞｴﾗ 159.7 1位 25位 ﾁﾘ 10.7 20位
2位 ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ 39.9 5位 29位 ﾍﾟﾙｰ 9.8 24位
3位 南ｱﾌﾘｶ 32.0 3位 32位 ｴｸｱﾄﾞﾙ 9.3 23位
4位 ｷﾞﾘｼｬ 27.0 4位 46位 ﾒｷｼｺ 7.4 38位
5位 ｳｸﾗｲﾅ 26.3 2位 48位 ｴﾙ・ｻﾙﾊﾞﾄﾞﾙ 7.3 －
6位 ｽﾍﾟｲﾝ 21.2 6位 51位 米国 6.4 53位
7位 ｾﾙﾋﾞｱ 20.9 - 54位 英国 6.2 48位
12位 ｳﾙｸﾞｱｲ 16.5 10位 60位 日本 4.0 56位
15位 ｺﾛﾝﾋﾞｱ 14.4 12位 62位 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ 2.6 59位
17位 ｺｽﾀﾘｶ 12.1 22位 63位 ﾀｲ 2.2 60位  

（4 日付ﾌﾞﾙｰﾑﾊﾞｰｸﾞ） 

 ●ベネズエラの各年のインフレ率及びＧＤＰ成長率（単位:%） 

　(ｱ)ｲﾝﾌﾚ率 　　　　(ｲ)GDP成長率
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（19 日付ｴﾙ･ﾑﾝﾄﾞ紙） 
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イ 経済指標・政策（予測） 

●中銀の情報筋によると，２０１６年１月のインフレ率は１４％，直近１２ヶ月のイン

フレ率は４８２％となった。なお，中銀は，インフレ率を下げるため，算出方法を変更し

たとされる。 

（12 日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●２０１６年１月の家庭基礎食糧バスケット指数は，前月比１４．１％増，前年同月比

４８２％増の月額１３，１５２．７２ボリバルとなった。 

（23 日付ｴﾙ･ﾑﾝﾄﾞ紙） 

ウ 経済対策の発表 

●１７日，マドゥーロ大統領は，以下６項目の経済対策を発表。 

（１）３月１日より，最低賃金を２０％引上げ，月額１１，５７８ボリバルとし，セスタ・

チケットの計算基準を１．５租税単位からを２．５租税単位へ引上げ，月額１３，２７５

ボリバルとする。 

（２）９１オクタン価のガソリン価格を１リットル０．０７ボリバルから約１，３００％

増の同１ボリバルへ，９５オクタン価のガソリン価格を同０．０９７ボリバルから約６，

０００％増の同６ボリバルへ引上げ。これによる増収額２，０００億ボリバルは，社会ミ

ッション基金及び輸送ミッションへ充当。 

（３）公定レートを１米ドル６．３ボリバルから同１０ボリバルへ切り下げ，ＳＩＣＡＤ

を廃止。新公定レートは，食糧及び医薬品の分野へ適用。ＳＩＭＡＤＩレートは，これま

でよりも市場の需要と供給を反映した変動レートとする。 

（４）社会，インフラ投資のため，税制改革を実行(詳細は，ペレス・アバド経済担当副大

統領が後日発表)。 

（５）価格統制商品の「本来のコスト」の見直しと販売価格の改定を実行。 

（６）Ａｂａｓｔｏｓ Ｂｉｃｅｎｔｅｎａｒｉｏ，ＣＡＳＡ，ＰＤＶＡＬ等の政府系ス

ーパーの再編と食糧分野のサービス機関を集約。 

（18日付ｴﾙ･ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙,ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙,ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙,ｴﾙ･ﾑﾝﾄﾞ紙） 

●ＯＤＨコンサルタント社は，今回のガソリン価格の値上げでは，コロンビア等へのガ

ソリン密売を防ぐことはできないと予測。また，マルティネス・ベネズエラ経団連会長は，

政府が，未清算外貨への適用為替レートを，１米ドル６．３ボリバルから同１０ボリバル

へ適用する可能性を憂慮。 

（19日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●調査会社Ｈｉｎｔｅｒｌａｃｅｓ社（政府寄り）は，ガソリン価格の値上げに対する

アンケートを実施したところ，賛成７０％，反対２９％。また，値上げ率に関し，十分３

６％，不十分２７％との回答。 

（29 日付ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙,ｴﾙ･ﾑﾝﾄﾞ紙） 
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エ 経済担当副大統領の交代 

●経済関連閣僚筋によると，サラス経済担当副大統領は，対外債務支払いよりも，国民

への食糧・医薬品の供給を優先すべきとし，デフォルト宣言を閣内に提案。同提案に対し，

デル・ピノ石油鉱業大臣，ペレス・アバド産業・商業大臣は猛反対した模様。 

（7日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●１５日，マドゥーロ大統領は，経済担当副大統領をルイス・サラスからミゲル･ペレス・

アバド（商業・産業大臣兼任）へ交代すると発表。エコノミスト，経済団体は，急進左派

のサラスの交代はポジティブな人事であると評価。 

（15日付官報第40848号政令第2235号,16日～17日付ｴﾙ･ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙,ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙,ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨ

ｼｱｽ紙,ｴﾙ･ﾑﾝﾄﾞ紙） 

オ 最高裁による経済非常事態宣言の有効判断 

●１１日，最高裁は，関連法に定められたデュー・プロセスを遵守しなかったとして，

国会による経済非常事態宣言の拒否を無効と判断。これに従い，同宣言は，１月１４日よ

り，６０日間有効となり，その後，さらに６０日の延長が可能に。アルプ国会議長（野党）

は，最高裁の判断は，経済危機を深化するものとして非難し，国際社会へ訴えると発言。

一方，エコノミストは，同判断は，社債の借換や新規融資の交渉に影響を及ぼすと警告。 

（12日～13日付ｴﾙ･ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙,ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙,ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙,ｴﾙ･ﾑﾝﾄﾞ紙） 

カ その他 

●１日，マドゥーロ大統領は，全国経済生産性審議会において，国内生産活性化のため

の重点経済分野に，林業，コミューン・社会運動，輸出，銀行・金融の４分野を新たに追

加し，合計１３分野とする旨発表。 

（1日付ｴﾙ･ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙,ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙,ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙,ｴﾙ･ﾑﾝﾄﾞ紙） 

●２日，当国食品大手ポラール社のメンドーサ社長は，国内生産の再活性化のため，対

外債務の認識，統制価格の見直しと収益の確保，国営企業の生産増強等７つの提案を発表。

同社長によると，ポラール社は，政府による完成品輸入と同一予算で，１米ドルあたり１

８倍の生産が可能と発言。 

（3日付ｴﾙ･ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙,ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙,ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙,ｴﾙ･ﾑﾝﾄﾞ紙） 

●メネンデス企画大臣は，１１日より，政府調達一元化・標準化システムへの参加登録

を開始したと発表。１５日～１６日の第１回の調達会議では，化学品，紙･パルプ，事務用

品等を優先的に取り扱うと発表。 

（12日付ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙） 
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 ●１１日，マドゥーロ大統領は，カラボボ州にて，プラスチックパイプ製造工場の落成

式に参加し，同工場の製品及びその他建築資材は，住宅ミッション向けに提供されると発

言。また，同イベントにて，以下を併せて発表。 

（１）全国経済生産性審議会の重点経済分野に新たに医薬品分野を追加し，合計で１４分

野とする。 

（２）鉱業・石油・ガス産業国軍傘下企業「ＣＡＭＩＭＰＥＧ社」の創設(10日付官報第40845

号政令第2231号にて規定)。 

（３）中小工業企業向け生産財融資銀行（Banco de Insumos de la Pequena y Mediana 

Industria）の創設。 

（12日～14日付ｴﾙ･ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙,ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙,ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙,ｴﾙ･ﾑﾝﾄﾞ紙） 

●国際投資紛争解決センター（ICSID）は，政府に対し，２００９年のアルゼンチンの製

鉄メーカーＴｅｎａｒｉｓ社の国有化に対する補償額，約１．７億米ドルの支払命令を言

い渡した。同社の親会社は，２０１１年より訴訟手続を開始し，２．９億米ドルを要求し

ていた。 

（13日付ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙） 

●オラルキアガ・ベネズエラ工業連盟（Conindustria）会長は，現在の工業界における

雇用は，１９９９年比，５０％減少したと発言し，生産稼働率は，自動車部品業界で５０％，

化学品業界で３０％～５０％であると窮状を訴えた。同会長は，政府による完成品輸入と

同一予算で，１米ドルあたり５倍～１８倍の生産が可能と発言。 

（17 日付ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙,ｴﾙ･ﾑﾝﾄﾞ紙）  

●輸出により獲得した外貨の中銀への売却時に，ＳＩＣＡＤ２（1米ﾄﾞﾙ約 50 ﾎﾞﾘﾊﾞﾙ）の

適用を受けていた輸出者は，ＳＩＭＡＤＩ（同約 200 ﾎﾞﾘﾊﾞﾙ）で売却することが可能とな

った。一方，獲得した外貨の中銀への販売比率４０％に変更はなかった。 

（20 日付官報第 40851 号,20 日付ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙,ｴﾙ･ﾑﾝﾄﾞ紙） 

●２２日，マドゥーロ大統領は，国内生産増加，輸出促進，商品供給の保証等を目的と

した社会主義経営システムの創設を発表するも詳細は不明。 

（23日付ｴﾙ･ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙,ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙,ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙,ｴﾙ･ﾑﾝﾄﾞ紙） 

●ファリア貿易・国際投資大臣は，２０１６年の非石油部門の輸出目標額を，７０億米

ドルであるとし，石油依存経済モデルは終焉し，非石油部門の輸出を強化すると発言。 

（24 日付ｴﾙ･ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙,ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙,ｴﾙ･ﾑﾝﾄﾞ紙） 

●中立のアンケート調査会社Ｄａｔｏｓ社が実施した社会情勢に対するアンケート調査

によれば，回答者の９４％が現在の経済状況は悪い，若しくは前年と同水準で悪いと回答。

また，同８２％が国内の問題の責任は，マドゥーロ大統領であると回答。 

（26 日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙） 
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（２） 政府予算・財政 

ア 外貨準備高 

 ●２月２９日付の外貨準備高は，１３５．６億米ドル（前月比１２．３％減）となった。 

（3月 1日付中央銀行ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ） 

 ●外貨準備高に対する流動性通貨の比率（単位:ﾎﾞﾘﾊﾞﾙ/米ﾄﾞﾙ） 
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（13日付ｴﾙ･ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

イ 租税単位の引上げ 

●２日，国会の財務・経済開発委員会は，租税監督庁（SENIAT）より，国会に申請され

た租税単位の引上げ（1租税単位155ﾎﾞﾘﾊﾞﾙから18%増の同177ﾎﾞﾘﾊﾞﾙへ引上げ）要請を拒否。

マルキナ同委員長は，中銀の経済指標の公表がなければ，調整は不可であると発言。 

（4日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙,ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙,ｴﾙ･ﾑﾝﾄﾞ紙） 

●１２日，カベージョ租税監督庁（SENIAT）長官は，国会の引上げ承認拒否を無視し，

１租税単位あたり１５５ボリバルから１８％増の同１７７ボリバルとする旨発表。カベー

ジョ同長官は，ＳＥＮＩＡＴは，租税単位を調整する権限を与えられた唯一の機関である

と発言。 

（11日付官報第40846号,13日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙,ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙） 

 ウ ボリバル紙幣 

●ウォール・ストリート・ジャーナルによると，マドゥーロ大統領が，２０１５年下半

期に承認したとされる５０億枚のボリバル札がベネズエラに到着。 

（5日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙） 
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●中銀の情報筋によると，中銀は，発行時期不明なるも，５００ボリバル札及び１，０

００ボリバル札の新札発行と２ボリバル札及び５ボリバル札等の小額紙幣の廃止を検討中。 

（22日付ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙） 

エ 国債の満期支払の完了 

●２６日，政府は，国債「ＢＯＮＯ ＳＯＢＥＲＡＮＯ ２０１６」の満期を迎え，元

利合計１５．４３億米ドルの支払いを完了。２０１６年の対外債務支払の山場は，１０月

の１０．２５億米ドル，１１月の２０．５億米ドルとなる。 

（27 日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙,ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙） 

 ●各年の国債・ＰＤＶＳＡ社債の元利別支払額（単位:億米ﾄﾞﾙ） 

出典：25日ｴﾙ・ﾑﾝﾄﾞ紙
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オ 大口金融取引課税法の運用開始 

●１日，高額納税者に対し，銀行取引毎に取引額の０．７５％の課税が開始。ＯＤＨコ

ンサルティング社の試算によると，同法により，政府は，１２１億ボリバルの増収を見込

む。専門家は，同法による追加課税は，財・サービスの最終価格に跳ね返り，インフレを

助長すると警告。 

（2日～3日付ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙,ｴﾙ･ﾑﾝﾄﾞ紙） 

カ その他 

●政府は，中国に対し，数週間前から１５０億米ドルの新規融資を交渉しているが，現

在までに，中国より満足のいく回答を受けていない模様。 

（2日付ｴﾙ･ﾑﾝﾄﾞ紙） 

●租税監督庁（SENIAT）は，２０１６年１月の徴税額を，同月計画に対し２４８．３％

増の１，２７８億ボリバルと発表。 

（2日付ｴﾙ･ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 
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●ロイター通信によると，政府は，ドイツ銀行との金（ｺﾞｰﾙﾄﾞ）のスワップ取引を交渉

しており，２０１６年に現金を受け取るべく，２０１５年１２月に同行と取引条件を合意。 

（6日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●政府銀行の強化と再編を目的として，バンコ・インドゥストゥリア・デ・ベネズエラ

（Banco Industrial de Venezuela）が解体された。同行の口座は，１５日より政府系のバ

ンコ・デ・テソロ（Banco de Tesoro）が引き継ぐ。同行の労働組合は，従業員の雇用も引

き継がれるのかは未定であると憂慮。 

（11 日付官報第 40846 号,13 日～14 日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙,ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙） 

●ヌエボ・ヘラルド紙によると，ベネズエラは，中国に対し，２年間の債務支払延期を

要請したが，中国はそれを拒否した模様。 

（14 日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●メレンテス中銀総裁は，各投資機関・銀行からの５０億米ドルの融資を交渉中とし，

５０億米ドルのうち，３０億米ドルは中銀に，２０億米ドルは金（ｺﾞｰﾙﾄﾞ）等の鉱山開発

に充当予定と発言。 

（28 日付ｴﾙ･ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙） 

 

（３） 石油・天然ガス産業 

ア ベネズエラ原油価格・原油生産量（実績） 

●２月の原油輸出価格は，１バレル２４.２５米ドル（前月比 0.3%減,OPEC 同 28.6 米ド

ル,WTI 同 30.6 米ドル,BRENT 同 33.5 米ドル）となった。２月の生産量は，日量２３２．７

万バレル（前月比 0.1%増）となった。 

（石油鉱業省,OPEC） 

 イ デル・ピノ石油鉱業大臣の外遊と原油生産の維持 

 ●デル・ピノ石油鉱業大臣は，原油市場の安定に向けた臨時生産国会合開催に向け，ロ

シア，イラン，カタール，オマーン，サウジアラビアを訪問し，各国のエネルギー大臣等

と会談。 

（2日～8日付ｴﾙ･ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙,ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙,ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙,ｴﾙ･ﾑﾝﾄﾞ紙） 

●ベネズエラは，サウジアラビア，カタール，ロシアと共に，２０１６年１月の生産量

を維持することに合意したと発表。デル・ピノ石油鉱業大臣は，歴史的な合意であるとし，

原油価格の回復を期待していると発言。 

（17 日付ｴﾙ･ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙,ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙,ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙,ｴﾙ･ﾑﾝﾄﾞ紙） 
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ウ ＰＤＶＳＡによる合弁パートナー企業への株式売却交渉 

●１９日，マドゥーロ大統領は，ＰＤＶＳＡとロスネフチ社の合弁企業ペトロモナガス

社の増資に合意したと発表。ロスネフチ社は，５億米ドルを投資し，持株比率は，１６．

６７％から４０％へ増加すると見られる。 

（21 日～22 日付ｴﾙ･ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙,ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙） 

●ＰＤＶＳＡは，米国シェブロン，中国ＣＮＰＣ等のＰＤＶＳＡとの合弁パートナー企

業に対し，合弁企業の株式売却を交渉中。 

（25 日ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

 エ 原油関連 

 ●ロイター通信によると，ＰＤＶＳＡは，米国から超重質油の希釈用とみられる５５万

バレルの原油を輸入，１月２８日にキュラソーに到着。 

（3日～4日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●デル・ピノ石油鉱業大臣は，ガソリンスタンドでクレジットカード払い可能な設備の

設置を示唆するとともに，コロンビアとの国境沿いの外貨支払い可能なガソリンスタンド

の再活性化を目指すと述べた。 

（23 日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙,ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙,ｴﾙ･ﾑﾝﾄﾞ紙） 

●２４日，アムアイ製油所（処理能力:日量 64.5 万ﾊﾞﾚﾙ）が，ガス漏れにより稼働停止。 

（25 日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙,ｴﾙ･ﾑﾝﾄﾞ紙） 

オ その他 

●デル・ピノ石油鉱業大臣及びメレンテス中銀総裁等は，キンバリープロセスの総裁と

会談し，メレンテス同総裁は，金，ダイヤモンド等の鉱山資源の輸出は経済の多角化に繋

がると発言。 

（11 日～12 日付ｴﾙ･ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙,ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙） 

●２３日，デル・ピノ石油鉱業大臣は，ベネズエラは，デフォルトに陥ることはないと

発言。デフォルト回避に向け，ＰＤＶＳＡ社債の借換や米国投資銀行ラザード社等からの

融資を模索。 

（24 日付ｴﾙ･ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙,ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙,ｴﾙ･ﾑﾝﾄﾞ紙） 

●デル・ピノ石油鉱業大臣は，鉱業・石油・ガス産業国軍傘下企業「ＣＡＭＩＭＰＥＧ」

社は，国境地帯のＰＤＶＳＡの操業の援助が目的であると発言し，ロペス国防大臣は，Ｐ

ＤＶＳＡの上位に位置する企業ではないと発言。（当館注：CAMIMPEG 社の設立を規定した

10 日付官報第 40845 号政令第 2231 号によると，同社は，原油の生産や供給等ＰＤＶＳＡと

同様の機能を持つとされており，野党が過半数を占める国会でも同社の設立の目的に関し，

取り上げられた。） 

（25 日,27 日付ｴﾙ･ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙,ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙,ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙,ｴﾙ･ﾑﾝﾄﾞ紙） 
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●２４日，カナダ・ゴールド・リザーブ社は，政府と金の採掘における合弁会社（政府:55%,

ｺﾞｰﾙﾄﾞ・ﾘｻﾞｰﾌﾞ社:45%）の設立に合意。同社は，２００９年，政府により，ベネズエラで

の金の採掘利権をはく奪され係争中であった。 

（25 日付ｴﾙ･ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙,ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙,ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙,ｴﾙ･ﾑﾝﾄﾞ紙） 

 

（４） 自動車産業 

ア 生産・組立／販売台数（実績） 

●ベネズエラ自動車会議所（ CAVENEZ ）は，加盟全７社の２月の自動車生産台数が， 

２２５台（前年同月比８５．７％減）と発表。他方，販売台数は，３２５台（前年同月比

７５．１％減）と発表。 

（3月 3日付 CAVENEZ） 

 

（５） その他 

ア 電力 

●ベネズエラ電力公社（Corpoelec）の労働組合は，３年間放置されている集団雇用契約

の署名が遅延しているとして，全国規模のストライキを実施すると発表。 

（2日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙) 

●モッタ電力大臣は，電力需要の抑制のため，ショッピング・モールに対し，１日２回

（13時～15時及び19時～21時）の自家発電機の使用を強制すると発表。これに対し，ベネ

ズエラ・ショッピング・モール協会（Cavececo）は，電力供給制限下における自家発電使

用時間を１日に２回ではなく，１日に１回（15時～21時）とするよう提案。１３日，同協

会は，モッタ電力大臣との会合の結果，１６日より，自家発電機を所持していないショッ

ピング・モールは，１２時～１９時の短縮営業とし，自家発電機を所持するショッピング・

モールは，政府が要求する時間帯は，自家発電機を使用することに合意。 

（11日～14日付ｴﾙ･ｳﾆﾍﾞﾙｻﾙ紙,ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙,ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙,ｴﾙ･ﾑﾝﾄﾞ紙） 

イ 食糧･飲料・アルコール 

●全国小麦産業労働者連盟（Fetraharina）会長は，材料不足により，国内５つの製粉工

場の稼働が停止し，８万人の労働者に影響していると発言。 

（16 日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙,ｴﾙ･ﾑﾝﾄﾞ紙） 

 ●ベネズエラ・ビール製造者協会（Caveface）は，生産原料の輸入及び海外サプライヤ

ーへの未清算外貨が支払われなければ，３月に各社のビール在庫がなくなると発表。 

（18 日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙,ｴﾙ･ﾑﾝﾄﾞ紙） 

ウ その他 

●航空 

ゴル航空は，ベネズエラ便の一時的な運休を発表。 

（10日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙） 
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●観光 

コントレラス観光大臣は，カーニバル期間中の旅行者を７７０万人（前年比27.6%増），

観光収入２８０億ボリバル（同176.9%増）と発表。 

（11日ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙） 

●農業 

ベネズエラ農業・牧畜業者連盟（Confagan）は，政府に対し，家畜用の餌等の供給を安

定させることが，食糧危機の解決策になり得るとし，その他，家畜へのワクチン，機械部

品等の供給が必要であると発表。 

（12日付ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙） 

 

（６）外貨発給状況 

●ベネズエラ農業・重機材・部品代理店会議所（Cavedrepa）によると，農業・重機材・

部品業界の２０１２年からの未清算残高は，２．２億米ドル，２０１５年の第２回ＳＩＣ

ＡＤ入札の未清算残高は，３，０００万米ドルに達する。 

（2日付ｳﾙﾃｨﾏｽ･ﾉﾃｨｼｱｽ紙,ｴﾙ･ﾑﾝﾄﾞ紙） 

●ベネズエラ人留学生は，ワシントンで，アルマグロＯＡＳ事務総長と会談し，ベネズ

エラ本国からの外貨送金が承認されず，留学・海外での生活が継続できない現状を訴えた。 

（13日付ｴﾙ･ﾅｼｵﾅﾙ紙） 

●２月１９日付ＳＩＭＡＤＩレートが，創設以来，初めて１米ドル２００ボリバルを突

破し，同２００．０７ボリバル(７．２８％の発給率)となった。 

（17日付ｴﾙ･ﾑﾝﾄﾞ紙） 

（了） 


